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出力を向上させることができれば、窒化物半導体

で全ての可視領域の波長での発光が実現できる可

能性がある。 

本件発明は、このような事情に鑑みてされたも

のであって、その目的とするところは、緑色LED
のみならず３６０nm以上の発光波長で高輝度、高

出力の窒化物半導体発光素子を提供することにあ

り、上記課題を解決するために、「インジウムお

よびガリウムを含む窒化物半導体よりなり、第１

および第２の面を有する活性層を備え、該活性層

の第１の面に接してInxGa1－xN（０＜x＜１）よ

りなるn型窒化物半導体層を備え、該活性層の第２

の面に接してAlyGa1－yN（０＜y＜１）よりなる

p型窒化物半導体層を備え、該n型窒化物半導体層

に接してAlaGa1－aN（０≦a＜１）よりなる第２

のn型窒化物半導体層を備え、該活性層を量子井戸

構造とし、活性層を構成する窒化物半導体の本来

のバンドギャップエネルギーよりも低いエネル

ギーの光を発光することを特徴とする窒化物半導

体発光素子」との構成を採用した。 

特許庁の判断 

台湾企業であるエバーライト・エレクトロニク

ス・カンパニー・リミテッド（以下、「エバーラ

イト」という。）は、本件特許に対し、無効審判

請求を行った。 

１８７９年、トーマス・エジソンが白熱電球を

発明して以来、一世紀以上もの間、照明分野では

白熱電球が主役であった。しかし、１９９０年代

に入り、日亜化学工業株式会社（以下、「日亜」

という。）が、世界ではじめて青色 LED の実用

化・量産化に成功するとのブレークスルーを成し

遂げ、その後、白色 LED の実用化・量産化によ

り、照明分野におけるパラダイムシフトを成し遂

げた。本件は、青色 LED に必須の発明の特許に関

する訴訟である。 

本件発明 

本件発明は、発光ダイオード（LED）、レーザ

ダイオード（LD）等の半導体発光素子に係り、特

には、窒化物半導体（InaAlbGa1－a－bN、０≦

a、０≦b、a＋b≦１）から構成される半導体積層

構造を有する窒化物半導体発光素子に関する。 

従来のLEDは、不純物をドープしたInGaNによ

り活性層を形成しており、InGaNのIn組成比を大

きくするとInGaNバンド間発光により、発光波長

を長波長側に移行することができる。しかし、前

記ＬＥＤ素子は発光波長が長くなるに従って、発

光出力が大きく低下するという問題があり、不純

物がドープされたInGaN活性層は、In含有量が増

えると結晶性が悪くなり発光出力は大きく低下す

る。そこで、窒化物半導体発光素子の長波長域の
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特許庁は、本件発明について、「本件発明は、

活性層の第１の面に接してInxGa1－xN（０＜x＜
１）よりなるn型窒化物半導体層を備え、該活性層

の第２の面に接してAlyGa1－yN（０＜y＜１）より

なるp型窒化物半導体層を備え、活性層を構成する

窒化物半導体の本来のバンドギャップエネルギー

よりも低いエネルギーの光を発光する、窒化物半

導体発光素子である。」と認定した。その上で、

特許庁は、本件発明の「活性層を構成する窒化物

半導体の本来のバンドギャップエネルギーよりも

低いエネルギーの光を発光する」点について、当

業者がその実施をすることができる程度に明確か

つ十分に記載したものとは認められないとして、

実施可能要件に違反すると判断した。 

日亜は、審決の取り消しを求めて知財高裁に出

訴した。当所は、日亜を代理した。 

知財高裁の判断 

知財高判平成２６年９月２４日（富田裁判長）

は、日亜の主張をほぼ全面的に採用し、次のよう

に述べ、審決を取り消した。 

（１）本件発明の要旨認定の誤り 

本件審決は、本件発明を、p型AlGaN層、活性

層、n型InGaN層の３層構造であると認定し、こ

れを前提に本件明細書の発明の詳細な説明の記載

が実施可能要件を充たすものであるか否かを判断

した。しかしながら、本件発明は、本件訂正後の

請求項１の記載であるp型AlGaN層、活性層、n型
InGaN層、n型AlGaN層の４層構造であるから、

本件審決は、実施可能要件の判断にあたり、本件

発明の要旨の認定を誤った。 

本件審決は、形式的には、本件発明の要旨を本

件訂正後の請求項１の記載に従って記載した上

で、その「特徴的構成」が「活性層の第１の面にn
型InGaN層が接し、該活性層の第２の面にp型
AlGaN層が接し、該活性層を構成する窒化物半導

体の本来のバンドギャップエネルギーよりも低い

エネルギーの光を発光する窒化物半導体発光素

子」であるとして、当該構成について、実施可能

要件を判断している。しかし、本件発明が「n型窒

化物半導体層に接してAlaGa1－aN（０≦a＜１）よ

りなる第２のn型窒化物半導体層」を備える点は、

その発明の特徴を構成するものであるというべき

であり、これを「特徴的構成」から除外する点に

おいても、本件審決の上記認定は誤りである。 

（２）実施可能要件の判断の誤り 

本件明細書の発明の詳細な説明における実施例

４には、本件発明と同一の積層構造、すなわち、p
型AlGaN層、活性層、n型InGaN層、n型AlGaN
層の４層構造を有するLED素子の製造方法が記載

されており、かつ、このLED素子が、活性層を構

成する窒化物半導体の本来のバンドギャップエネ

ルギーよりも低いエネルギーの光を発光すること

が記載されている。したがって、本件明細書の発

明の詳細な説明の記載は、本件発明について、当

業者がこれを生産することができ、かつ使用する

ことができる程度に明確かつ十分に記載されてい

る。 

エバーライトは、本件明細書では、In0.05Ga0.95N
活性層の本来のバンドギャップエネルギーにおけ

る発光ピーク波長は３８０nm程度であるが、実施

例１のLED素子の発光ピーク波長は４１０nmと長

波長化しているのに対し、甲１２（本件特許権の

出願前に出願された日亜の他の特許公開公報）で

は、In0.2Ga0.8N活性層の本来のバンドギャップエ

ネルギーにおける発光ピーク波長は、実施例２に

あるとおり５１０nmであるが、実施例６のLED素

子の発光ピーク波長は４５０nmと短波長化してい

るとし、相互に矛盾していることを指摘する。し

たがって、エバーライトは、本件明細書の実施例

４の記載によっても、甲１２の記載との対比でみ

れば、本件発明１はどのように実施可能であるの

か不明である旨主張する。しかし、本件明細書に

おける比較は、活性層を単一量子井戸構造とした

LED素子間における発光ピーク波長の比較である

のに対し、甲１２における比較は、活性層が量子

井戸構造ではない半導体から成るLED素子（実施

例２）と、活性層を単一量子井戸構造としたLED
素子（実施例６）との間における比較であるた

め、両者を単純比較することはできない。した

がって、甲１２の記載は直ちに本件明細書の記載
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と矛盾するとはいえず、また、その発明の詳細

な説明の記載内容の解釈に影響を及ぼすもので

あるともいえない。 

また、エバーライトは、本件明細書のバンド

ギャップエネルギーＥｇを表す式に誤りがある

ことから、本件発明は実施不能である旨主張す

る。しかし、発光波長は、実際にＬＥＤ素子を

作製して行った実験結果に基づくものであるこ

とから、計算式に誤りがあるとしても、結論を

左右しない。 

以上より、知財高裁は、本件審決を取り消し

た。本判決後、特許庁は本件特許権の有効性を

維持する旨の審決を行った。 

Practical tips 

本件発明の要旨認定の誤りは、審決取消訴訟

における取消事由の一類型ではあるが、一般的

に成功することはまずないと言われている。本

件は、本件発明の要旨認定の誤りという取消事

由が成功した稀有な例である。 

本件発明の要旨認定の誤りという取消事由が

成功する可能性が低いことから、この点の検討

は十分にはされないことが通例かと思われる。

また、進歩性に関しては本件発明の要旨認定の

誤りを検討したとしても、実施可能要件につい

て検討することは通例ではないと思われる。し

かし、本判決からわかるとおり、実施可能要件

に関しても、その判断の前提となる本件発明の

要旨認定が正しいか、当該認定において本件発

明の特徴的構成が全て含まれているかをチェッ

クすることが肝要である。 

 

 

 

 

 

 

 


